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連結計算書類の連結注記表

計算書類の個別注記表

株式会社ジャストシステム



連結注記表
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
１. 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数　　１社

会社の名称　JUSTSYSTEMS CANADA, INC.

(2) 主要な非連結子会社の名称等

　　主要な非連結子会社

　　　JUSTSYSTEMS AMERICA, INC.

　（連結の範囲から除いた理由）

　　　非連結子会社は、小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしてい

ないためであります。

２. 持分法の適用に関する事項

(1）持分法を適用した非連結子会社の名称

　　該当事項はありません。

(2）持分法を適用していない非連結子会社（JUSTSYSTEMS AMERICA, INC.）は、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除

いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持

分法の適用範囲から除外しております。

３. 連結子会社の事業年度に関する事項

連結子会社の決算日は３月末日であります。

４. 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法

　満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）

　その他有価証券

　　市場価格のない株式等以外のもの　 時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）

　　市場価格のない株式等         　移動平均法による原価法

②棚卸資産の評価基準及び評価方法

主として総平均法による原価法 (貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定)
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産 定率法を採用しております。

ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設

備及び構築物については、定額法を採用しておりま

す。

なお、主な耐用年数は下記のとおりであります。

建物及び構築物 10～65年

工具器具備品 2～20年

無形固定資産

ソフトウエア 市場販売目的のパッケージソフトウエア制作費につ

いては、見込販売可能期間（18ヶ月）における見込

販売数量に基づく償却額と見込販売可能期間に基づ

く定額償却額のいずれか大きい額により償却してお

ります。

自社利用ソフトウエアについては、社内における利

用可能期間（３～５年）に基づく定額法により償却

しております。

その他の無形固定資産 定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

賞与引当金 従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額基準に

より計上しております。

(4) 収益及び費用の計上基準

サブスクリプション方式で商品・サービスを提供している事業によるストックビジネ

スについては、時の経過に応じて履行義務が充足されると判断しており、役務を提供

する期間にわたり収益を認識しております。またパッケージ商品等の販売について

は、出荷時点で収益を認識しております。

(5) 退職給付に係る負債の計上基準

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しております。数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生

時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として５年）による定額

法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他

の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。なお、退職給付

債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法

については、給付算定式基準によっております。
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(6) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。なお、在外連結子会社の資産、負債、収益及び費用は、決

算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調

整勘定に含めております。

５. 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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（単位：百万円）

担保に供している資産 担保権によって担保されている債務

種　類 期末帳簿価額 担保権の種類 内　容 期末残高

建　物 2,145 根抵当権
当座借越 －（注）

土　地 3,409 根抵当権

計 5,555 － 計 －

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普 通 株 式 64,224,800株 － － 64,224,800株

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

2022年６月24日

定時株主総会
普通株式 513 8 2022年３月31日  2022年６月27日

2022年11月11日

取締役会
普通株式 513 8  2022年９月30日  2022年12月５日

決議予定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

2023年６月27日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 642 10

2023年

３月31日

2023年

６月28日

連結貸借対照表関係注記
担保に供している資産

（注）建物及び土地に対応する債務残高はありません。

連結株主資本等変動計算書関係注記
１. 当連結会計年度末における発行済株式総数

２. 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

　(1)配当金支払額

　(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になる
もの

３. 当連結会計年度末日における新株予約権等に関する事項

　　　該当事項はありません。
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連結貸借対照表
計上額

時価 差額

有価証券 7,000 6,999 △1

投資有価証券(注2) 13 13 －

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 14

金融商品に関する注記
１. 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的で安全性の高い金融資産に限定しております。

２. 金融商品の時価等に関する事項

2023年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりです。

（単位：百万円）

（注）1. 現金及び預金、受取手形及び売掛金、買掛金、未払金、未払法人税等については、短

期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似することから記載を省略しておりま

す。

2. 市場価格のない株式等は、投資有価証券には含まれておりません。当該金融商品の連

結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

3. 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、

以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場におい

て形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定

した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプ

ット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらの

インプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が も低い

レベルに時価を分類しております。

　有価証券

　当社が保有している満期保有目的の債券は、市場での取引頻度が低く、活発な市場に

おける相場価格とは認められないため、その時価をレベル２の時価に分類しておりま

す。

　投資有価証券

　上場株式は取引所の価格を用いて評価しております。これらは活発な市場で取引され

ているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。
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売上高

ストックビジネス 30,764

上記以外 11,186

計 41,950

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権(期首残高) 2,537

顧客との契約から生じた債権(期末残高) 2,720

契約負債(期首残高) 8,319

契約負債(期末残高) 7,814

収益認識に関する注記
１. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）

２. 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　　「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 ４.会計方針に関する

事項 (4)収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

３. 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

　(1)契約負債の残高等

（単位：百万円）

　　契約負債は主に顧客からの前受収益に関連するものであります。契約負債は、収益の認識に

伴い取り崩されます。

　　当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、

7,616百万円であります。

　(2)残存履行義務に配分した取引価格

　　実務上の便法を適用し、注記を省略した取引を除き、当連結会計年度末における残存履行義

務に配分した取引価格の総額に重要性はありません。

　　なお、契約負債のうち、約９割が１年以内に収益として認識されると見込んでおります。
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１. １株当たり純資産額 1,302円90銭

２. １株当たり当期純利益 208円67銭

連結損益計算書上の親会社株主に帰属する当期純利益 13,401百万円

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 13,401百万円

普通株式の期中平均株式数 64,223,921株

１株当たり情報に関する注記

１株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。
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個別注記表

重要な会計方針に係る事項に関する注記
１. 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）

関係会社株式 移動平均法による原価法

その他有価証券

　市場価格のない株式等以外のもの　時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）

　市場価格のない株式等 　移動平均法による原価法

２. 棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品、製品、原材料（主要材料） 総平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）

原材料(副材料)、貯蔵品 終仕入原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）

３. 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 定率法を採用しております。

ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設

備及び構築物については、定額法を採用しておりま

す。

なお、主な耐用年数は下記のとおりであります。

建物　　　　　　　10～65年

構築物　　　　　　10～60年

工具器具備品　　　２～20年

無形固定資産

ソフトウエア 市場販売目的のパッケージソフトウエア制作費につい

ては、見込販売可能期間（18ヶ月）における見込販売

数量に基づく償却額と見込販売可能期間に基づく定額

償却額のいずれか大きい額により償却しております。

自社利用ソフトウエアについては、社内における利用

可能期間（３～５年）に基づく定額法により償却して

おります。

長期前払費用 定額法を採用しております。
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４. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。

５. 引当金の計上基準

貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

賞与引当金 従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額基準によ

り計上しております。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として

５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理しております。

なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額

を当事業年度までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

関係会社事業損失引当金 関係会社の事業損失に備えるため、当社が負担するも

のと見込まれる金額を計上しております。

６. 収益及び費用の計上基準

サブスクリプション方式で商品・サービスを提供している事業によるストックビジネスに

ついては、時の経過に応じて履行義務が充足されると判断しており、役務を提供する期間

にわたり収益を認識しております。またパッケージ商品等の販売については、出荷時点で

収益を認識しております。

７. 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理方法は、連結計算書類におけるこれら

の会計処理方法と異なっております。

８. 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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１. 有形固定資産の減価償却累計額 8,535百万円

担保に供している資産 担保権によって担保されている債務

種　類 期末帳簿価額 担保権の種類 内　容 期末残高

建　物 2,145 根抵当権

当座借越 －（注）

土　地 3,409 根抵当権

計 5,555 － 計 －

営業取引

　売上高 3百万円

営業取引以外 2百万円

当事業年度末における自己株式数 普通株式 882株

貸借対照表関係注記

２. 担保に供している資産

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：百万円）

（注）建物及び土地に対応する債務残高はありません。

損益計算書関係注記

関係会社との取引高

株主資本等変動計算書関係注記
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賞与引当金 213百万円

未払事業税・事業所税 215百万円

棚卸資産 84百万円

無形固定資産 231百万円

退職給付引当金 37百万円

関係会社事業損失引当金 36百万円

有形固定資産 41百万円

投資有価証券評価損 10百万円

貸倒引当金繰入超過額 69百万円

その他 116百万円

繰延税金資産小計 1,056百万円

評価性引当額 △209百万円

繰延税金資産合計 846百万円

その他有価証券評価差額金 △3百万円

その他 △6百万円

繰延税金負債合計 △9百万円

繰延税金資産の純額 836百万円

法定実効税率 30.6％

住民税均等割 0.1％

評価性引当額 △0.1％

税額控除 △1.3％

その他 0.9％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 30.2％

税効果会計に関する注記

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

繰延税金負債

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当

該差異の原因となった主要な項目別の内訳

（調整）
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退職給付債務 △720百万円

年金資産 611百万円

未積立退職給付債務 △108百万円

未認識数理計算上の差異 6百万円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △101百万円

退職給付引当金 △123百万円

前払年金費用 21百万円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 △101百万円

勤務費用 70百万円

利息費用 3百万円

期待運用収益 △7百万円

数理計算上の差異の費用処理額 2百万円

退職給付費用計 69百万円

割引率 0.6％

長期期待運用収益率 1.2％

退職給付見込額の期間配分方法 給付算定式基準

数理計算上の差異の処理年数（翌事業年度より費用処理） ５年

退職給付関係注記

１. 退職給付債務及びその内訳

２. 退職給付費用の内訳

３. 退職給付債務等の計算の基礎
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属性 会社等の名称 住所

資 本 金

又 　 は

出 資 金

事 業 の

内 容

又は職業

議 決 権

等 の 所

有(被所

有)割合

関係内容

取引の

内容

取 引

金 額
科目 期 末 残 高役 員

の 兼

任 等

事 業 上

の 関 係

子会社
JUSTSYSTEMS

AMERICA, INC.
アメリカ

2.5百万

USD

ソフトウ

エア及び

関連サー

ビスの企

画と開

発、提供

100.0% １ あり － － － －

子会社
JUSTSYSTEMS

CANADA, INC.
カナダ

10百万

CAD

ソフトウ

エア及び

関連サー

ビスの企

画と開

発、提供

100.0% １ なし

資金の

貸 付
－

長　期

貸付金
117

利息の

受 取
2 － －

１. １株当たり純資産額 1,301円81銭

２. １株当たり当期純利益 208円91銭

損益計算書上の当期純利益 13,416百万円

普通株式に係る当期純利益 13,416百万円

普通株式の期中平均株式数 64,223,921株

関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

（単位：百万円）

（注） 1. 取引条件及び取引条件の決定方針等

資金の貸付については、市場金利を勘案して交渉のうえ、利息を決定しております。

2. 上記の関係会社に対し、当社が負担すると見込まれる事業に係る損失額につき、関係

会社事業損失引当金を計上しております。なお、当事業年度末の残高は120百万円で

あります。

収益認識に関する注記
　 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

「重要な会計方針に係る事項に関する注記　６.収益及び費用の計上基準」に記載のとおり

であります。

１株当たり情報に関する注記

１株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。
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